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論 文 要 約 
 
（論文名） 
『戦後イギリス外交と英米間の「特別な関係」――国際秩序の変容と揺れる自画像、1957
～1974年』ミネルヴァ書房、2016年。 
 
                                    橋口 豊 
 
 
（論文要約） 
第二次世界大戦後の国際秩序は、1950 年代後半以降、デタント、脱植民地、ヨーロッパ
統合の進展などによって大きな変容を遂げた。そのなかでイギリスは、「世界大国」からの
転換を余儀なくされながら戦後外交の再編を行った。本書は、イギリスがなおも「世界大
国」としての自画像、あるいはそのノスタルジアを抱きつつ、世界的な役割を再考し、欧
州共同体（EC）加盟を実現したものの、結局は、アメリカとの「特別な関係」への従属を
深めることになった戦後外交の再編について考察する。その際本書では、ハロルド・マク
ミラン政権からエドワード・ヒース政権期（1957～74 年）を主な対象として、各政権が、
「帝国・コモンウェルスから統合ヨーロッパ」へ外交の基盤を移行させるなかで、いかに
アメリカとの「特別な関係」を再強化しようとしたのか、という視角から分析する。 
 戦後外交の再編のプロセスでは、1961 年のマクミラン政権の第一次欧州経済共同体（EEC）
加盟申請に加え、ハロルド・ウィルソン政権による 67 年の第二次 EEC 加盟申請や 68 年の
「スエズ以東」からの軍事的な撤退の表明、そして、73 年のヒース政権下での EC への加
盟実現などの重要な出来事が生じたが、こうした再編は、「段階的」かつ長期にわたって行
われたと考える必要がある。本書が、各政権の比較的短い期間の分析ではなく、マクミラ
ン政権からヒース政権期を一括して分析する理由はここにある。これまでのイギリス外交
の再編に関する先行研究では、長期的な視野に基づく包括的な分析によって、それぞれの
政権が「世界大国」としての自画像やノスタルジアを抱きながら、いかに外交の再編を構
想し、それがどのような変遷を辿ったのかということについては、十分には明らかにされ
てこなかったと言える。 
 また本書では、既述のように戦後外交の再編の分析視角として英米間の「特別な関係」
に着目するが、それは、マクミラン政権からヒース政権期の各政権が、帝国・コモンウェ
ルスに代えて統合ヨーロッパを新たな外交基盤として「特別な関係」を再強化することで、
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「世界大国」の地位、あるいは、その地位は断念しながらも大国としての地位を保持しよ
うとしたことを浮かび上がらせることになるからである。 
 本書の構成は、以下の通りである。 
 
序章 戦後イギリス外交の再編の試み 
 １ 「三つのサークル」と戦後外交の再編 
 ２ 英米間の「特別な関係」、外交の基盤、「世界大国」としての自画像・ノスタルジア 
 
第Ⅰ部 戦後イギリス外交の再編の模索の始まり 
――マクミラン政権、ダグラス＝ヒューム政権の時代（1957～64 年） 
第１章 英米間の「特別な関係」の修復とスカイボルト危機 
 １ スエズ戦争後の「特別な関係」の修復 
 ２ イギリスの核抑止力とアメリカへの依存 
 
第２章 第二次ベルリン危機と米ソ接近 
 １ 第二次ベルリン危機の勃発 
 ２ 調停国としての外交の挫折 
 
第３章 英米間の「特別な関係」の再構築と統合ヨーロッパ 
 １ ヨーロッパ統合に対する独自の構想 
 ２ イギリスの EEC 加盟をめぐる米欧関係 
 ３ アメリカとヨーロッパとの架け橋を目指して 
  
第Ⅱ部 「帝国・コンモンウェルスから統合ヨーロッパ」へ 
――第一次ウィルソン政権の時代（1964～70 年） 
第４章 イギリスとヴェトナム戦争 
 １ ヴェトナム和平外交の始まり――1964～65 年 
 ２ イギリス主導のコモンウェルス・ミッション構想――1965 年 
 ３ ヴェトナム和平外交の挫折――1966～67 年 
 
第５章 世界的な役割の縮小と統合ヨーロッパへの再接近 
 １ 世界的な役割の再考 
 ２ 再び統合ヨーロッパへ 
 
第Ⅲ部 戦後イギリス外交の再編の収束 
――ヒース政権の時代（1970～74 年） 
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第６章 デタントとイギリスの EC 加盟 
 １ 超大国デタントの成立 
 ２ EC 加盟の実現とヨーロッパ・デタントの進展 
 
第７章 大西洋同盟内の対立 
 １ キッシンジャーの「ヨーロッパの年」演説 
 ２ 第四次中東戦争と第一次石油危機 
 
第８章 英仏核協力構想の新たな模索 
 １ 英仏核協力構想とイギリス「独自」の核抑止力 
 ２ 「特別な防衛関係」への依存 
 
終章 戦後イギリス外交の再編の試みとその収束 
 １ 漂流するイギリス外交 
 ２ 再編の収束後のイギリス外交 
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上記のように、第Ⅰ部（第１章から第３章）では、マクミラン保守党政権とサー・アレ
ック・ダグラス=ヒューム保守党政権の外交を対象とする。まず第１章は、戦後外交の再編
を模索し始めたマクミラン政権が、1956 年のスエズ戦争で大きく傷ついたアメリカとの「特
別な関係」をいかに修復しようとしたのか、ということを考察する。加えて、「独自」の核
抑止力を堅持することを目指すイギリスが、核兵器運搬手段の提供をめぐって再びアメリ
カと対立するに至ったスカイボルト・ミサイル危機について検討する。 
第２章では、1958 年に勃発した第二次ベルリン危機を対象とし、「世界大国」としての自
画像を抱くマクミランが、東西間の調停国としての役割を果たすべく独自に外交を展開し
て英米仏ソ四カ国によるパリ首脳会議の開催を試みたものの、結局は失敗した経緯を考察
する。 
次に第３章では、マクミラン政権が、自由貿易地帯（FTA）構想の模索、欧州自由貿易連
合（EFTA）の結成といったように統合ヨーロッパに対する独自の構想を追求しながら、1961
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年に第一次 EEC 加盟申請を行うに至ったプロセスを検討する。あわせて、シャルル・ド・
ゴール仏大統領が独自外交を展開するなかで、ジョン・Ｆ・ケネディ米政権はイギリスの
EEC 加盟を支持し、統合ヨーロッパの中で大西洋同盟の結束を図る役割を果たすことを期
待したということも明らかにする。 
また第３章では、第１章で考察したスカイボルト危機を解決するために 1962 年に英米間
で締結されたナッソー協定について検討する。同協定によってイギリスは、新たにポラリ
ス・ミサイルの提供をアメリカから受けることができるようになったが、このことは、英
米間の「特別な関係」の緊密さを示した一方で、安全保障の中心となる核戦力分野でアメ
リカへの依存が深まっていくことにもつながったということに関して考察する。 
以上のような各章の分析によって第Ⅰ部では、マクミラン政権が、二国間のレベルで英
米間の「特別な関係」を修復するとともに、EEC への加盟によってイギリスが主導する統
合ヨーロッパを新たな外交の基盤として「特別な関係」を再強化する外交構想の実現を目
指したということを明らかにする。そして、「特別な関係」は二国間のレベルでは改善され
たが、このことはアメリカへの安全保障面での依存を深めていくことになったこと、また、
国際秩序のレベルでは同関係の重要性は低下し始めたことを指摘する。さらに、1963 年に
ド・ゴールがイギリスの EEC 加盟申請を拒否したことによって、統合ヨーロッパを外交の
基盤とする外交構想も挫折することを余儀なくされ、マクミラン政権による戦後外交の再
編の試みは実現しないままに漂流することになったと論じる。 
 
第Ⅱ部（第４章から第５章）で取り上げるのは、ウィルソン労働党政権の外交である。
まず第４章では、ウィルソン政権が展開したヴェトナム和平外交を対象とする。リンドン・
Ｂ・ジョンソン米政権はヴェトナム戦争へ本格的に軍事介入するなかで、イギリスに対し
て戦争への支持や派兵を求めた。しかしウィルソン政権は、派兵要請については毅然とし
た態度で断り、独自の和平外交を進めた。そのため、英米間の外交的な対立が深まり、「特
別な関係」は悪化したが、こうしたイギリス政府のヴェトナム政策や英米間の対立の要因
について分析する。 
イギリスは結局、ヴェトナム和平外交によってアメリカに停戦を受け入れさせることは
できなかった。ウィルソン政権は、「世界大国」としてのノスタルジアを抱いて精力的に和
平外交を行ったものの、重大な国際的な問題となったヴェトナム戦争においてアメリカへ
影響力を行使することには限界があることを認識させられたのであった。このことは、ウ
ィルソン政権が、もはや「世界大国」ではないという現実に基づいて戦後外交の再編を行
っていくことにつながったと考えられる。 
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ヴェトナム和平外交が挫折するなかで行われた外交の再編に関しては、第５章で扱う。
ウィルソンは首相就任当初、コモンウェルスとの関係を重視し、世界大での軍事的関与や
国際通貨としてのポンドの地位を堅持するなどの立場を示していた。しかしウィルソン政
権は、このような世界的な役割をイギリスが自国の経済力の裏付けのないままに維持する
ことは困難であるという現実に直面した。そのため、世界的な役割を再考し、1967 年に第
二次 EEC 加盟申請を行うとともに、68 年に「スエズ以東」からの軍事的撤退を表明するに
至ったが、こうした経緯を概観する。 
以上のように第Ⅱ部では、ウィルソン政権が、ヴェトナム和平外交が挫折していくなか
で、アメリカに影響力を行使することには限界があることを認識させられるとともに、世
界的な役割を維持することが困難となった現実をも直視せざるをえなくなり、戦後外交の
再編に本格的に取り組むことになったことを明らかにする。また、この外交の再編は、主
に世界的な役割の縮小と第二次 EEC 加盟申請という形をとり、後者に関しては、統合ヨー
ロッパを外交の基盤としてアメリカとの「特別な関係」を再強化するという外交構想に基
づいていたこと、そして、加盟申請が再びド・ゴールの拒否によって失敗したことで、ヴ
ェトナム戦争で悪化した対米関係を再強化することができないままに、ウィルソン政権に
よる再編の試みは引き続き漂流していったと論じる。 
 
第Ⅲ部（第６章から第８章）は、ヒース保守党政権の外交を対象とする。まず第６章で
は、ヒースは、戦後歴代の首相の中で最も親ヨーロッパ的であったが、アメリカとの「特
別な関係」の維持を外交の前提としていたことについて明らかにする。ヒース政権は、前
政権とは異なり、リチャード・Ｍ・ニクソン米政権のヴェトナム政策を明確に支持する立
場をとり、また、1973 年に米ソ間で締結された核戦争防止協定のアメリカ側の策定プロセ
スに実質的に関わった。しかしその一方で、1972 年の第一次戦略兵器制限交渉（SALTⅠ）
の妥結や米ソ首脳会談などを通して超大国デタントが成立し、米ソ両国の覇権的影響力の
再強化が図られていた。このような状況の下でヒース政権が、英米二国間および国際秩序
における自国の影響力の低下に対処していく必要に迫られたことに関しても考察する。あ
わせて、ヒースが外交の最優先課題とした EC への加盟が 1973 年に実現した経緯を概観し
たうえで、イギリス政府が、大西洋同盟の結束を前提としながらヨーロッパ・デタントに
慎重に対応したことについて分析する。 
第７章では、イギリスが EC に加盟した 1973 年に生じた大西洋同盟内の対立に関して扱
う。この対立は、4 月のヘンリー・Ａ・キッシンジャー米大統領補佐官による、いわゆる「ヨ
ーロッパの年」演説をめぐって引き起こされたが、さらに、10 月の第四次中東戦争やその
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直後の第一次石油危機によって、米欧間および EC 加盟国間における錯綜した対立として展
開した。EC の加盟国となったイギリスが、この対立において模索した同盟内の調停国とし
ての役割とその限界について分析する。 
第８章では、ヒース政権が、EC への加盟に加えて、英仏核協力構想といったヨーロッパ
における防衛協力を目指したことに関して検討する。英仏核協力構想は、マクミラン政権
やウィルソン政権でも模索されたが、ヒース政権の構想は、EC への加盟実現のためにフラ
ンスから支持を得ることを単に目的としたものではなく、統合ヨーロッパを外交の基盤と
して強化することを目指したものであった。しかし、ヒース政権による英仏核協力構想は、
アメリカとの核協力が前提となっていた。また、同構想と関連しながら同時進行していた
イギリス「独自」の核抑止力の更新計画実現のためにも、アメリカとの核協力を必要とし
た。結局ヒース政権は、英仏核協力構想を実現させることはできなかったが、その経緯を、
アメリカとの核協力を前提としていたという観点から、「独自」の核抑止力の更新計画とあ
わせて考察する。 
以上の第Ⅲ部では、ヒース政権が、EC への加盟とともに、ヨーロッパにおける防衛協力
を進展させることなどによって統合ヨーロッパを外交の基盤として固め、「統合ヨーロッパ
とアメリカの特別な関係」を構築しようとしたことを明らかにする。また、ヒース政権は、
加盟を実現したにもかかわらず、EC の進展が第一次石油危機を契機とした深刻な世界経済
状況などによって停滞するなかで、「ヨーロッパの年」演説を契機とした大西洋同盟内の対
立において調停国の役割を果たすことができず、さらに石油危機への対応では、統合ヨー
ロッパよりも次第にアメリカとの関係を重視するに至ったと指摘する。 
そして、ヒース政権の下では、「帝国・コモンウェルスから統合ヨーロッパ」へと外交の
基盤は移行したものの、統合ヨーロッパは、より対等な英米関係をイギリスが保持できる
ような外交の基盤とはならなかったため、「統合ヨーロッパとアメリカの特別な関係」の構
築というヒース政権の当初の再編構想が実現したのではなく、アメリカとの「特別な関係」
への従属を深めることを受け入れざるをえない形で戦後外交の再編は収束していくことに
なったと論じる。 
 
終章では、第Ⅰ部から第Ⅲ部の分析を踏まえて、マクミラン政権からヒース政権期の各
政権の再編構想に関して改めてまとめたうえで、ヒース政権において EC 加盟後に収束して
いくことになった戦後外交の再編の帰結が、デイヴィッド・キャメロン保守党政権までの
イギリス外交につながっていったことについて検討する。 
